
主な消費関連指標（政府統計） 
家計調査 

（消費水準指数） 
家計消費指数 消費総合指数 

ＧＤＰ速報（ＱＥ） 
(国内家計最終消費支出・

家計最終消費支出) 

ＧＤＰ確報 
(国内家計最終消費支出・

家計最終消費支出) 

消費活動指数 商業動態統計調査 

所管府省等 総務省 総務省 内閣府 内閣府 内閣府 日本銀行 経済産業省 

統計の区分 一次統計 加工統計 加工統計 加工統計 加工統計 加工統計 一次統計  

公表周期 月次 月次 月次 四半期 年次 月次 月次 

公表日 翌月末ごろ 翌々月中旬ごろ 翌々月中旬ごろ 
（月例経済報告公表
の前） 

１次速報：翌々月中
旬ごろ 
２次速報：翌々々月
上旬ごろ 

翌年末ごろ 翌々月上旬 
（第５営業日） 

速報：翌月末ごろ 
確報:翌々月中旬 

対象 
カバレッジ等 
 

・１世帯当たりの消費支出（2人以上世帯） 
※国全体の総額との関係では、総世帯数が増加傾向で
あることに留意が必要 

・持家の帰属家賃を含まない 
・インバウンド消費を含まない 
 

・国全体の家計消費
総額 
※世帯数の伸びや単身
世帯の動きも算入 
※家計調査ベースの推
計値と鉱工業指数等に
基づく推計値を加重平
均 

・持家の帰属家賃を
含む 
・インバウンド消費を
含む（国内家計最終
消費支出） 

・国全体の家計消費
総額 
※世帯数の伸びや単身
世帯の動きも算入 
※生産統計等に基づく
供給側推計値と家計調
査等に基づく需要側推
計値を加重平均 

・持家の帰属家賃を
含む 
・国内家計最終消費
支出はインバウンド
消費含む、家計最終
消費支出はインバウ
ンド消費調整済み 

・国全体の家計消費

総額 
※暦年値については年

次の供給側統計を使用

（四半期分割では供給

側、需要側双方を使用） 

・持家の帰属家賃を

含む 

・国内家計最終消費

支出はインバウンド

消費含む、家計最終

消費支出はインバウ

ンド消費調整済み 

・国全体の家計消費

総額 
※供給側データのみ使用 
・持家の帰属家賃を含

まない 
・インバウンド消費を

含む、除く両系列を公

表 
 

・国全体の商業販売

総額 
・持家の帰属家賃を含

まない 
・インバウンド消費を

含む 

作成方法等 [家計調査] 
・標本調査によって統
計を作成 
 

[消費水準指数] 
・消費支出から世帯規
模（人員）、世帯主の年
齢、１か月の日数及び
物価水準の変動の影
響を取り除いて計算し
て指数化 

・家計調査、家計消

費状況調査から作成 
・家計調査結果のう

ち毎月の購入頻度が

少なく結果が安定し

にくい高額消費部分

を家計消費状況調査

の結果で補完した結

果を指数化 

・需要側推計（家計調

査等から推計）と供給

側推計 （鉱工業出荷

等から推計）を形態別

に合算し、共通推計

（建築着工統計調査等

から推計）を加え、実

質化等の各種処理を

行って作成 

・供給側推計値と、

「家計調査」等から推

計した需要側推計値

をウェイトで加重平

均して作成 
・供給側推計値は、

コモディティ・フロー

法の考え方に基づき、

ＧＤＰ確報より簡便な

方法で推計（91品目分

類ベース） 

・コモディティ・フロー

法により産出額と供

給額を推計 
・供給額から家計最

終消費支出や固定

資本形成などを算出

（ 詳 細 な 約 2000 品 目

ベース） 

・ＧＤＰ確報の個人消

費をトラックするよう、

各種の販売・供給統

計を、基準時点の各

種ウエイトで加重平

均して作成 
・ウエイトは国民経済

計算、家計調査等か

ら作成 

・標本調査によって

統計を作成 

・業種別販売額は標

本調査の結果を基に

推定。（コンビニエンス

ストア等）業態別販売

額は規模以上悉皆

調査による集計値 

・事業所単位（百貨

店・スーパーを除く業態

別調査は企業単位）で

調査を実施 

需要側データ 需要側データ＋供給側データ 供給側データ 

ミクロ統計（世帯単位） マクロ統計（国全体） 

参 考１ 


